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１．事業の位置付け

総務部　庁舎管理課

●ハード ○ソフト

～

【委託： 3セク・財団 ○企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

事業評価シート　（平成26年度分）

'011 安全で快適に利用できる公共施設の充実を図る

根拠法令等
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事務事業名 新庁舎建設事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け

'05基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち

'03③〈利便性〉　誰もが快適に利用できるよう、公共施設などの利便性を高める

説明・算定式

対象・受益者 市民、来庁者、企業、職員 事業期間 平成28年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
現庁舎の耐震性の不安や狭あい化、分散化等が解消されて、
市民サービスが向上しています。

現庁舎における耐震性の不安や狭あい化、分散化等による市
民サービスの低下に対応するため、新庁舎の建設工事を進め
ます。

活動指標①

指標名 単位

平成24年度

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成27年度

説明・算定式

平成28年度を100％とした事業進捗率。H25・26：建設工事各年度30％、H27：建設工事25％、H28：建設工事・
外構工事15％

平成27年度
成果指標①

指標名 新庁舎建設事業進捗率（平成25年度から） 単位 ％

説明・算定式

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成27年度
成果指標②

指標名 単位

平成26年度の主な取組と成果
1期工事が5月に完成し、引渡しを受けました。2期工事を進めるなかで、賃金または物価の急激な変動等への対応をするた
め、予算の総額、年割額の補正を行いました。�

平成26年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

目標

目標

実績

目標

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成24年度 平成25年度 平成26年度

目標

実績

平成26年度平成25年度平成24年度

実績

8530 60

21 64

実績

平成24年度 平成25年度 平成26年度
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■市民ニーズ

□事業目的の達成状況 高

□市の関与の必要性 低

□その他

□上位施策への貢献

■市民満足度を高める方策 高

□継続による成果向上の可能性 低

□その他

■事業の目的、対象、内容

□受益者負担、補助額 高

□業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□その他 低

■業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

□事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）
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項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

平成18年度に実施した市民アンケート調査において「庁舎
を新築した方がよい」かどうかの質問について、肯定的意見
が74.9％あったことから市民ニーズは高く、必要性は高いと
考えられます。

●

○

●

○

妥当性

現庁舎における耐震性の危惧や分散化、狭あい化を解消し
て市民サービスを向上させ、災害時の拠点となる新庁舎を
建設することは、十分に妥当性が高いと考えられます。 ●

○

○

有効性

執行率　(%)

財
源
内
訳

今後発注予定の駐車場棟工事や、その他工事との工程管理を行い、全体スケジュールに遅れが生じないよう、2期工事を進め
る必要があります。

効率性

新庁舎建設事業を進めていく上で、国庁舎との一体的整備
について国との協議が必要であり、国との協議をいかに効
率よく進めていくか検討の余地があります。 ○

●

○

事業内容

庁舎棟や駐車場棟の2期工事を着実に進めます。

課長コメント
自治の基本に立ったまちづくりの拠点という基本理念のもと、市民の安心・安全な暮らしを支える拠点等の基本方針を実現す
るため、工事中の安全を確保しながら高品質の庁舎を目指して推進していきます。

今後に向けた課題の分析

災害時の拠点となる新庁舎を建設することは、「安全で、み
んなが快適に暮らせるまち」の実現につながり、市民満足
度を高めることから、十分に有効性は高いと考えられます。

事

業

分

析

国庫支出金

県支出金

平成25年度

40,447

0 0

60,503

起債

その他　特財

一般財源

事業費　(A)

平成24年度

決算額

23,788

781,507

0

1,364,495

平成27年度

決算額 決算額 予算額
建設工事 建設工事 建設工事 建設工事

平成26年度

582,000 2,331,800

1,015,395

35,200 43,310 355,456

3,204,972

524,000

3,870,729 3,763,154

72.35 63.83 82.63

0

0

791,600

1,036,836

30,995

1,859,431

平成28年度の取組方針


